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らと言ってよいだろう。1999 年度（平成 11）を目標年次に 6 兆円を投入し、ホームヘルパー
10 万人、ショートステイ 5 万床、デイサービスセンター 1 万箇所、特養 24 万床、老健施設 28
























け、人生百年時代といった言葉まで聞かれるようになっているが、2000 年代の 15 年間におけ
る事実を確認しておこう。
　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（平成 30 年版高齢社会白書より）
図 1．平均寿命と健康寿命　（左図：男性　右図：女性）
　健康寿命は「健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間」と定義されて
いる。図 1 によると、平均寿命と健康寿命の差は 2016 年（平成 28）の男性で 8.84 年、女性で
12.35 年となっており、両者共、2001 年（平成 13）から目立った差は見られない。この差を縮
小することが家計的にも財政的も一つの目標となる。
　一方、仮に老年人口の内、介護保険認定者ではない人々を健康者と見なすと、老年人口に占
める健康者の割合（元気高齢者率）は 2015 年（平成 27）時点で 81.9%。2003 年（平成 15）よ
り 2.9% のマイナスとなっている（表 1）。
　高齢者の内、約 8 割は支援を要しない元気高齢者で、2015 年時点でも約 2,740 万人が元気高





2003（平成15） 3,704 24,311 84.8%
2004（平成16） 3,943 24,876 84.1%
2005（平成17） 4,175 25,672 83.7%
2006（平成18） 4,251 26,604 84.0%
2007（平成19） 4,378 27,464 84.1%
2008（平成20） 4,524 28,216 84.0%
2009（平成21） 4,696 29,005 83.8%
2010（平成22） 4,917 29,246 83.2%
2011（平成23） 5,150 29,752 82.7%
2012（平成24） 5,457 30,796 82.3%
2013（平成25） 5,691 31,898 82.2%
2014（平成26） 5,918 33,000 82.1%






























































を見ると、1953 年（昭和 28）に 1 千 718 万世帯だった世帯数はほぼ一貫して増加し続け、
2019 年（令和元）では 5 千 178 万世帯と 3 倍に増加した。一方、平均世帯人員は 5.00 から 2.39
と半減した。この内、65 歳以上の者のいる世帯の全世帯に占める割合は、1986 年（昭和 61）











　図 2 は 65 歳以上の高齢者がいる世帯の世帯構造の変化推移であるが、驚くのは三世代世帯
の急激な減少である。生きがい支援政策が打ち出されていた 1989 年（平成元）4 割いた三世





　東京都の調査でも、平均世帯人員は 2006 年（平成 18）から 2016 年（平成 28）の 10 年間に、
区部では 1.98 人から 1.87 人、市部では 2.27 から 2.13 人と減少している。「主に介護等をして













































































Putnam, Robert, "Making Democracy Work", Princeton University Press, 1990
